
福祉医療給付制度の改善をすすめる会からのアンケート 金井忠一氏の回答

■国の国保減額措置と、国の制度として子ども医療費無料化を実施することについて

(私たちの考え) 国は窓口無料(現物給付)制度を採用している市町村に対して、不当にも

国民健康保険の国庫負担を削減しています。今年度から未就学児までの減額措置は廃

止されましたが、私たちは、この減額措置は全廃すべきであり、県として国に対し全

廃を要望すべきと考えています。

また、子ども医療費無料化は本来国の制度として全国一律に実施することを国に要望

べきと考えています。

問１ 国が、福祉医療制度の窓口無料化(現物給付)を実施している市町村に、国保への国

庫負担金を減額していることに対し、国に減額措置の全廃を要望することについて、

賛成 反対 その他

(記入者 金井忠一 )

問２ 子ども医療費無料化は国の制度として全国一律に実施すべきことを国に要望する

ことについて

賛成 反対 その他

(記入者 金井忠一 )

(理由・意見)

国庫負担金の減額は、市町村が子育て支援の柱として実施している福祉医療制度への不当な措

置です。国は１８年度から「就学前」に限って減額を廃止しましたが、長野県としても全廃を

要望すべきです。

(理由・意見)

日本では今、子どもの貧困問題が深刻です。長野県でも子育て世帯の１割が生活保護基準以下

の生活を強いられています。子どもの健やかな成長と健康を守るのは国の責務であり、日本の

どこに住んでいても、同じ水準の給付が受けられるようにすべきです。そのためには、子ども

の医療費無料化は国の制度として全国一律に実施すべきです。



■県の助成対象年齢について

(私たちの考え) 長野県下では、８月からすべての市町村が中学卒業まで現物給付を実

施しますが、県の医療費助成の対象は、通院は「就学前」のままです。私たちは、長

野県が通院の助成対象を中学卒業まで予算化すべきだと考えています。

問３ 長野県として通院の医療費助成の対象年齢を中学卒業まで予算化し拡大するこ

とについて

賛成 反対 その他

(記入者 金井忠一 )

■「自己負担金」をもとめる現物給付について

(私たちの考え) ８月からの中学卒業までの現物給付化は大きな前進であると受け止

めていますが、１レセプト当り５００円を上限とした自己負担金は、経済的な困難を

抱える県下の子育て世帯にとって重い負担となり必要な受診を抑制するものです。私

たちは、子育て世帯が本当に安心して医療にかかるためには、自己負担金を廃止し完

全無料化に踏み出すべきであると考えます。

問４ 長野県が全県下窓口完全無料化とすることについて

賛成 反対 その他

(記入者 金井忠一 )

(理由・意見)

長野県が、通院も中学卒業まで年齢を広げて予算化をすれば、その分市町村の財政負担が減り、

市町村の医療費助成をはじめとした子育て支援の拡充がさらに可能になります。この予算化の

については市長会からもかねてから要望されていることであり、県として早急に実現すべきで

す。

(理由・意見)

現物給付は社会保障制度であり、無料が大前提となります。したがって、負担が出来る、出来

ないにかかわらず、福祉医療費の現物給付化制度では窓口完全無料化を実施すべきです。



■県としての障がい者も含めた制度全体の現物給付化と給付事業の拡充について

(私たちの考え) 私たちは、福祉医療給付の現物給付化は障がい者も含む制度全体を対

象とすることが必要であり、所得水準が低く医療機関への定期通院が欠かせない障が

い者にとって、福祉医療の現物給付化は安心して生活していく保障であると考えます。

また、精神障がい者に対する給付事業は、身体・知的障害者の給付と比べ助成対象の

等級範囲が狭く、助成内容は通院のみに限られています。精神障がい者も身体・知的

障害と同等の助成にすべきと考えます。

問５ 長野県が障がい者も含め福祉医療給付制度全体を現物給付とすることについて、

賛成 反対 その他

(記入者 金井忠一 )

問６ 精神障がい者に対する給付事業を身体・知的障がい者と同等とすることについて

賛成 反対 その他

(記入者 金井忠一 )

(理由・意見)

長野県下の障がい者は、たとえ働いていても所得水準は低く、年金と合わせても厳しい生活を

強いられているのが現状です。また通院や入院の回数も多く医療費は多額にかかります。

制度を障がい者も対象に現物給付化することは、障がい者の生活保障にとって欠かせない施策

です。

(理由・意見)

精神障がい者の医療費助成は「通院のみ」、等級も「一級」のみとなっており、身体・知的障害

者の給付より制限されています。精神障がい者に対する給付事業も他の障がい給付事業の同等

にすべきであると考えています。


